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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】
　

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第31期
第２四半期
連結累計期間

第32期
第２四半期
連結累計期間

第31期

会計期間
自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日

売上高 (千円) 2,126,553 2,210,074 4,363,864

経常利益 (千円) 176,171 142,406 418,722

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 104,598 76,965 277,117

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 105,975 74,341 278,870

純資産額 (千円) 1,145,537 2,311,177 2,292,367

総資産額 (千円) 2,174,553 3,274,228 3,195,622

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 23.37 12.47 54.87

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― 12.40 54.42

自己資本比率 (％) 52.7 70.6 71.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 266,498 358,153 299,439

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,524 △24,475 △476,492

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △146,214 △86,091 671,237

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 374,918 992,879 745,293
 

　

回次
第31期
第２四半期
連結会計期間

第32期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △3.86 △2.69
 

(注)　１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。

４．当社は、平成27年３月30日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っており、また、平成28年４

月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第31期の期首に当該株式分割が行

われたと仮定して１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金

額を算定しております。

５．第31期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

６．当社は、平成27年８月26日に東京証券取引所市場第二部に上場したため、第31期の潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額は、新規上場日から前連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定して

おります。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内

容について、重要な変更等はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　     当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が

判断したものであります。

 

（１)業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府及び日銀の経済対策や金融緩和を背景に、雇用環境の好

転、企業収益の改善など景気は緩やかながらも回復の兆しを見せております。一方で、ユーロ圏や中国をはじめ新

興国の経済動向や政情不安、国内では株価の下落や円高への転換があり先行きの不透明感は増しております。

当社が関連する建設コンサルタント業界は、東北の被災地復旧・復興関連需要は底堅くあるものの、全体として

は建設投資額が減少しており厳しい受注環境となりました。一方では防災・減災対策業務、老朽化した社会インフ

ラの維持管理業務等は拡大する傾向にあります。また震災については、社会的に注目度が高まり、地盤調査、地盤

補強関連業界全体の需要が拡大しつつあります。

このような状況の下、当社は独自の先端技術を活かし、調査試験業務や維持管理業務の受注やコンサルテーショ

ンの対応強化に一丸となって取り組みました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の営業成績は、売上高2,210百万円（前年同期比103.9％）、営業利益145

百万円（前年同期比81.5％）、経常利益142百万円（前年同期比80.8％）、親会社株主に帰属する四半期純利益76

百万円（前年同期比73.6％）と増収減益となりました。主な要因としては、人員増加による人件費の増加及び設備

投資による減価償却費の増加によるものであります。

 

セグメントの業績は以下のとおりであります。

①試験総合サービス事業

当第２四半期連結累計期間の業績は、土質・地質調査試験業務においては、地質調査業務が大型案件の受注

や震災復興関連業務の受注が好調を維持し、また人員体制の強化が進み対応案件数の増加が受注増につながり

売上高1,351百万円（前年同期比102.9％）となり増収となりました。

非破壊調査試験業務では、引続き高速移動型非接触３Ｄレーダ探査車両を用いた物理探査業務が好調を維持

し、売上高360百万円(前年同期比102.9％)となり増収となりました。

環境調査試験業務では大型案件の受注や引続き土壌汚染調査・分析が好調を維持し売上高252百万円（前年

同期比108.2％）となりました。

以上の結果、セグメント売上高1,964百万円（前年同期比103.5％）となりましたが、設備投資等の経費が大

幅に増加したことによりセグメント利益344百万円（前年同期比96.5％）となりました。

 
②地盤補強サービス事業

当第２四半期連結累計期間の業績は、太陽光パネル設置に伴う杭工事及び一般住宅物件の着工件数が減少傾

向にありますが、農業の６次産業化による企業の農業分野への進出が増え、中・大型案件の受注が増加しまし

た。

以上の結果、セグメント売上高213百万円（前年同期比101.1％）、セグメント利益12百万円（前年同期比

266.9％）となりました。
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（２)財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、3,274百万円となり、前連結会計年度末と比べ78百万円の増加となり

ました。

　資産の部では、流動資産が2,119百万円となり前連結会計年度と比べ106百万円の減少となりました。これは、受

取手形及び売掛金130百万円の減少、仕掛品22百万円の減少が主な要因であります。　　

固定資産は、1,154百万円となり、前連結会計年度末と比べ184百万円の増加となりました。これは西日本試験セ

ンター建設等による建物及び構築物157百万円の増加が主な要因であります。

負債の部では、流動負債が686百万円となり、前連結会計年度末と比べ45百万円の増加となりました。これは買

掛金46百万円の増加が主な要因であります。

固定負債は、276百万円となり、前連結会計年度末と比べ14百万円の増加となりました。これは、リース債務７

百万円の増加、退職給付に係る負債６百万円等の増加が主な要因であります。

純資産の部は、2,311百万円となり、前連結会計年度末と比べ18百万円の増加となりました。これは、利益剰余

金21百万円の増加が主な要因であります。

この結果、自己資本比率は70.6％となりました。

 
（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、992百万円となり、前連結会計年度末と比べて247百

万円増加しました。その主な要因は以下のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、358百万円の増加（前年同四半期累計期間は266百万円の増加）となりま

した。これは、税金等調整前四半期純利益142百万円、賞与引当金の増加107百万円、売上債権の減少131百万円等

によるものであります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、24百万円の減少（前年同四半期累計期間は３百万円の増加）となりまし

た。これは、定期預金の預入による支出と定期預金の払戻による収入の差引き増加205万円、有形固定資産の取得

による減少174百万円等によるものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、86百万円の減少（前年同四半期累計期間は146百万円の減少）となりま

した。これは、リース債務の返済による支出30百万円、配当金の支払55百万円によるものであります。

 
（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,360,000

計 9,360,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,373,800 6,373,800
東京証券取引所
（市場二部）

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に何ら限定
のない当社における標準とな
る株式であります。単元株式
数は100株であります。

計 6,373,800 6,373,800 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

   該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　   該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年４月１日(注) 3,186,900 6,373,800 ― 570,967 ― 520,967
 

（注） 平成28年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
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(6) 【大株主の状況】

  平成28年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社Feel 長野県長野市金井田38-１ 1,452,000 22.78

下平雄二 長野県長野市 828,000 12.99

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 683,300 10.72

下平美奈子 長野県長野市 344,000 5.40

株式会社土木管理総合試験所従
業員持株会

長野県長野市篠ノ井御幣川877-１ 315,600 4.95

下平絵里加 長野県長野市 142,000 2.23

下平真里奈 東京都杉並区 142,000 2.23

野村信託銀行株式会社（投信
口）

東京都千代田区大手町２丁目２-２ 116,000 1.82

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178番地８ 76,800 1.20

佐藤明日香 長野県長野市 58,800 0.92

長嶋章 東京都中央区 58,800 0.92

長嶋範子 東京都中央区 58,800 0.92

計 ― 4,276,100 67.09
 

(注) 当社は自己株式　203,600株（3.19％）を保有しておりますが、大株主から除いております。
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(7) 【議決権の状況】

 

① 【発行済株式】

   平成28年 ６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式  203,600   
　　　　　　　　　　

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  6,169,600 61,696

株主としての権利内容に何ら
限定のない当社における規準
となる株式であります。
なお、単元株式数は100株と
なっております。

単元未満株式 普通株式   　　 600 ― ―

発行済株式総数 6,373,800 ― ―

総株主の議決権 ― 61,696 ―
 

（注） 平成28年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

 
② 【自己株式等】

    平成28年 ６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社土木管理総合試験所

長野県長野市篠ノ井御幣川
877番地１

203,600 ― 203,600 3.19

計 ― 203,600 ― 203,600 3.19
 

（注） 平成28年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

 
 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年１月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,258,297 1,299,885

  受取手形及び売掛金 747,647 617,183

  商品 1,347 1,897

  仕掛品 166,852 144,321

  貯蔵品 15,578 15,858

  その他 38,918 42,195

  貸倒引当金 △2,998 △1,991

  流動資産合計 2,225,642 2,119,350

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 346,392 504,355

   土地 213,045 213,045

   その他 289,802 274,525

   有形固定資産合計 849,240 991,926

  無形固定資産   

   のれん 7,568 5,676

   その他 27,813 26,836

   無形固定資産合計 35,381 32,512

  投資その他の資産   

   その他 87,973 133,903

   貸倒引当金 △2,615 △3,465

   投資その他の資産合計 85,358 130,438

  固定資産合計 969,980 1,154,877

 資産合計 3,195,622 3,274,228
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 116,112 162,118

  リース債務 52,302 53,815

  未払金 198,625 193,443

  未払法人税等 91,711 69,871

  賞与引当金 ― 107,941

  工事損失引当金 2,223 4,061

  その他 180,461 95,438

  流動負債合計 641,436 686,692

 固定負債   

  リース債務 95,484 102,696

  退職給付に係る負債 159,116 165,693

  その他 7,216 7,969

  固定負債合計 261,817 276,358

 負債合計 903,254 963,051

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 570,967 570,967

  資本剰余金 521,465 521,465

  利益剰余金 1,218,965 1,240,399

  自己株式 △24,047 △24,047

  株主資本合計 2,287,351 2,308,785

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,016 2,391

  その他の包括利益累計額合計 5,016 2,391

 純資産合計 2,292,367 2,311,177

負債純資産合計 3,195,622 3,274,228
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 2,126,553 2,210,074

売上原価 1,419,581 1,489,592

売上総利益 706,971 720,481

販売費及び一般管理費   

 給料手当及び賞与 210,651 216,145

 賞与引当金繰入額 37,376 39,350

 退職給付費用 4,534 4,036

 貸倒引当金繰入額 725 △159

 その他 275,414 315,831

 販売費及び一般管理費合計 528,702 575,204

営業利益 178,268 145,277

営業外収益   

 受取利息 30 223

 受取配当金 414 360

 受取手数料 410 506

 業務受託料 2,324 440

 その他 2,040 750

 営業外収益合計 5,220 2,280

営業外費用   

 支払利息 1,805 1,074

 訴訟関連費用 4,927 ―

 上場関連費用 ― 4,000

 その他 585 77

 営業外費用合計 7,317 5,151

経常利益 176,171 142,406

税金等調整前四半期純利益 176,171 142,406

法人税等 71,573 65,440

四半期純利益 104,598 76,965

親会社株主に帰属する四半期純利益 104,598 76,965
 

EDINET提出書類

株式会社土木管理総合試験所(E31723)

四半期報告書

12/22



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 104,598 76,965

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,376 △2,624

 その他の包括利益合計 1,376 △2,624

四半期包括利益 105,975 74,341

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 105,975 74,341

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 176,171 142,406

 減価償却費 63,952 69,757

 のれん償却額 1,892 1,892

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,362 △157

 賞与引当金の増減額（△は減少） 102,778 107,941

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △1,464 1,838

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 10,343 6,576

 受取利息及び受取配当金 △444 △583

 支払利息 1,805 1,074

 売上債権の増減額（△は増加） 129,271 131,457

 たな卸資産の増減額（△は増加） 71,111 21,700

 仕入債務の増減額（△は減少） △119,954 46,005

 その他 △103,267 △88,888

 小計 330,831 441,019

 利息及び配当金の受取額 444 433

 利息の支払額 △1,763 △1,074

 法人税等の支払額 △63,013 △82,224

 営業活動によるキャッシュ・フロー 266,498 358,153

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △222,001 △208,003

 定期預金の払戻による収入 228,000 414,001

 有形固定資産の取得による支出 △12,379 △174,655

 投資有価証券の取得による支出 ― △51,250

 投資有価証券の償還による収入 10,000 ―

 その他 △94 △4,568

 投資活動によるキャッシュ・フロー 3,524 △24,475

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △90,000 ―

 長期借入金の返済による支出 △15,000 ―

 リース債務の返済による支出 △30,023 △30,840

 配当金の支払額 △11,191 △55,251

 財務活動によるキャッシュ・フロー △146,214 △86,091

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 123,809 247,586

現金及び現金同等物の期首残高 251,109 745,293

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  374,918 ※１  992,879
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 
 
(会計方針の変更等)

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企

業会計基準第22号　平成25年９月13日)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13

日)等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反

映させるため、前第２四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

　

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対応報告

第32号　平成28年６月17日)を当第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及

び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当該変更による四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。

　

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 
 

(四半期連結貸借対照表関係)

　

１　受取手形裏書譲渡高

 前連結会計年度

(平成27年12月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

受取手形裏書譲渡高 47,830千円 31,372千円
 

 

２　偶発債務

前連結会計年度(平成27年12月31日)及び当第２四半期連結会計期間(平成28年６月30日)

当社が実施した工事に関連して、平成24年８月に60,339千円の損害賠償請求の提起を受け、現在係争中であります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
至　平成28年６月30日)

現金及び預金 479,919千円 1,299,885千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △105,001千円 △307,005千円

現金及び現金同等物 374,918千円 992,879千円
 

　

 
 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　平成27年１月１日　至　平成27年６月30日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月30日

定時株主総会
普通株式 11,191 1,000.00 平成26年12月31日 平成27年３月31日 利益剰余金

 

(注)　平成27年３月30日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っておりますが、当第２四半期連結累計

期間の１株当たり配当額は、株式分割前の実際の配当額を記載しております。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自　平成28年１月１日　至　平成28年６月30日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月30日

定時株主総会
普通株式 55,531 18.00 平成27年12月31日 平成28年３月31日 利益剰余金

 

(注)　平成28年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、当第２四半期連結累計

期間の１株当たり配当額は、株式分割前の実際の配当額を記載しております。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月10日

取締役会
普通株式 46,276 7.50 平成28年６月30日 平成28年９月12日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成27年１月１日　至　平成27年６月30日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

試験総合

サービス

事業

地盤補強

サービス

事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 1,897,744 211,215 2,108,960 17,592 2,126,553 ― 2,126,553

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ―

計 1,897,744 211,215 2,108,960 17,592 2,126,553 ― 2,126,553

セグメント利益

又は損失(△)
357,261 4,794 362,056 △1,033 361,022 △182,753 178,268

 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機器販売事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失の調整額△182,753千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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当第２四半期連結累計期間(自　平成28年１月１日　至　平成28年６月30日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 

試験総合

サービス

事業

地盤補強

サービス

事業

計

売上高        

　外部顧客への売上高 1,964,935 213,545 2,178,480 31,593 2,210,074 ― 2,210,074

　セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ―

計 1,964,935 213,545 2,178,480 31,593 2,210,074 ― 2,210,074

セグメント利益

又は損失(△)
344,730 12,795 357,525 △2,183 355,342 △210,065 145,277

 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機器販売事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失の調整額△210,065千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

項目

前第２四半期連結累計期間

(自　平成27年１月１日

　至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成28年１月１日

　至　平成28年６月30日)

(1)　１株当たり四半期純利益金額 23.37円 12.47円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額　(千円) 104,598 76,965

普通株主に帰属しない金額　(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額　(千円)

104,598 76,965

普通株式の期中平均株式数　(株) 4,476,400 6,170,200

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 12.40円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額　(千円) ― ―

普通株式増加数　(株) ― 36,720

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．当社は、平成27年３月30日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っており、また、平成28年

４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株

式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

を算定しております。

 
 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

(1)　訴訟

当社が実施した工事に関連して、平成24年８月に60,339千円の損害賠償請求の提起を受け、現在係争中でありま

す。

　

(2)　中間配当

平成28年８月10日開催の取締役会において、平成28年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　46,276千円

②　１株当たり配当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　7.5円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　平成28年９月12日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成28年８月８日

株式会社　土木管理総合試験所

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ  
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　矢　野　　浩　一　　㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　小　松　　　　聡　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社土木管

理総合試験所の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年４月

１日から平成28年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年１月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社土木管理総合試験所及び連結子会社の平成28年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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